
2018年 10月号 財務諸表論 つぶ問 

３問目 

 

【問 題】 

固定資産の減損会計に関して、次の設問に答えなさい。 

 

① 将来キャッシュ・フローは、資産又は資産グループの時価を算定するためのものではな

いといわれる。そこで、時価の算定を目的とした場合とどのように違うのか説明しなさい。

（200字程度） 

② 回収可能価額の決定方法について説明しなさい。（150字程度） 

 

 

 

 

【解答例】 

① 減損会計における将来キャッシュ・フローは、減損損失を認識するかどうかの判定およ

び使用価値の算定に用いる。そのため、市場参加者の一般的な利用等ではなく、当該企業

がその資産から回収できる金額、あるいは、当該企業にとって資産又は資産グループがど

れだけの経済的価値を有しているかを表す必要がある。したがって、その見積りにあたっ

ては、企業に固有の事情を反映した合理的で説明可能な仮定及び予測を用いる。 

② 回収可能価額は、その資産または資産グループの使用価値と正味売却価額のいずれか

高い方を用いる。その理由として、合理的な企業においては、その資産等の継続使用と売

却の意思決定を行うにあたり、より高い現在価値となる方を選択すると考えられるから

である。 

 

 

 

【解 説】 

固定資産の減損会計で用いる回収可能価額と将来キャッシュ・フローの意味を理解して

いるか問う出題です。 

 

①について 

将来キャッシュ・フローの割引現在価値は、時価（合理的に算定された価額）となる場合

と、本問のように使用価値の算定など時価以外のものを算定するために用いる場合があり



ます。財務諸表論において時価とは公正な評価額のことであり、市場での取引価格（市場価

格）、もしくは市場で取引したら成立するであろう価格（合理的に算定された価額）を指し

ます。 

例えば、店舗用の建物について、近隣の貸店舗の賃料相場に合わせて他の人に貸す場合は

毎年 100 の純収入となるが、自社が売れ行きのよい商品を扱っており自社店舗として使用

すれば毎年 120 の純収入があるとします。毎年 120 の純収入が得られるのは売れ行きのよ

い商品を扱っているという自社固有の能力（競争優位）によるものであり、誰でも毎年 120

得られるというわけではありません。そこで、この店舗用建物を売買したら成立するであろ

う価格＝時価の算定にあたっては一般的な市場参加者を想定して毎年 100 の純収入を割引

計算して算定します。その一方で、使用価値の算定にあたっては自社が使用した場合に得ら

れる毎年 120 の純収入を割引計算することになります（本来は割引率に何を用いるかも重

要ですが、ここでは省きます）。時価と使用価値はいずれも現在の価値を表すものですが、

誰にとっての価値であるのか（市場参加者と自分の企業）というところで違いがあるわけで

す。 

 

②について 

財務諸表論では、利益を控えめ（損失を大きめ）にすべきとする保守主義の考え方があり

ます（9月号 94ページ）。この保守主義の考え方からすれば、一見すると減損損失の金額が

大きくなるよう使用価値と正味売却価額のいずれか低い方を採用した方がよいようにも思

えます。しかし、何でもかんでも利益を控えめにすればよいというものではなく、減損会計

は収益性の低下を会計に反映させることが目的であるため、企業がどれだけ回収できるの

かを表すような測定額を用いるべきです。そのため、解答例のとおり合理的な企業ならば使

用と売却で高い方の行動を選択するはずであることから、いずれか高い方を回収可能価額

とします。 

ここからは余談（試験には出ません）ですが、あくまで使用価値と正味売却価額を比較し

て合理的な企業ならば高い方の行動をとるはずという考え方でどちらか高い方となってい

るのであり、正味売却価額の方が高いからといって実際に企業が売却するとは限りません。

例えば、事業を売却することによる企業の評判の低下、社員のモチベーションの低下、技術

継承できないことによる将来の競争力の低下などが生じるならば、現実の企業経営として

売却しない方がよいという判断もあり得ます。売却に手間と時間がかかるため、使用し続け

るということもあるでしょう。このような場合でも回収可能価額は正味売却価額を使用し、

使用価値との差額は減損処理後の減価償却費に含めて費用化されることになります。 


